
 

墜落防止用の個人用保護具に関する規制のあり方に関する検討会 

開催要綱 

１ 趣 旨 

労働安全衛生法令では、墜落による労働者の危険を防止する措置として、高さ２

メートル以上の箇所で作業を行う場合には、作業床を設け、その作業床の端や開口

部等には囲い、手すり、覆い等を設けて墜落自体を防止することが原則であるが、

こうした措置が困難なときは、労働者に安全帯を使用させる等、代替の墜落防止措

置も認められている。 

この場合の安全帯として、我が国では胴ベルトが使用される場合がある。しかし、

胴ベルトは着用者の身体を胴部だけで支持する構造であるため、身体捕捉時の衝撃

による内臓の損傷、救出されるまでの宙つり状態下での胸部等の圧迫による危険性

が指摘されており、国内でも胴ベルト使用に関わる死亡災害が確認されている。 

このような胴ベルトが有する危険性から、国際規格等においては胴ベルトではな

く、着用者の身体を肩、腿などの複数箇所で支持する構造のフルハーネスの保護具

が使用されている。 

こうした状況を踏まえ、本検討会では、墜落防止用の個人用保護具に関する規制

のあり方について検討する。 

 

２ 検討事項 

（１）墜落防止用の個人用保護具に関する国際的な動向及び災害事例 

（２）墜落防止用の個人用保護具に関する規制のあり方 

（３）墜落防止用の個人用保護具の具備すべき技術的要件 

（４）墜落防止用の個人用保護具の使用に関する労働者教育のあり方 

（５）その他 

 

３ 構 成 

（１）本検討会は、厚生労働省労働基準局安全衛生部長が、別紙の参集者の参集を求

めて開催する。 

（２）本検討会には座長を置き、座長は検討会の議事を整理する。 

（３）本検討会の参集者は、必要に応じ追加することができる。 

（４）本検討会は専門的な検討を行う必要があると認めるときは、別途、有識者から

意見聴取を行うことができる。 

（５）本検討会、参集者以外の者に出席を求めることができる。 

 

４ その他 

（１）本検討会は、原則として公開する。ただし、個人情報、企業秘密に係る情報を

取り扱う場合などにおいては非公開とすることができる。 

（２）本検討会の事務は、厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課建設安全対策室に

おいて行う。 
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